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議案第１４９号

川口市選挙運動費用の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

川口市選挙運動費用の公費負担に関する条例（平成５年条例第７号）の一部を次

のように改正する。

第９条及び第１０条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。

第１３条中「２８円３５銭」を「３０円７３銭」に、「５８６，９０５円」を「

６０９，６９０円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市選挙運動費用の公費負担に関する条例の規定は、

この条例の施行の日以後その期日を告示される川口市議会議員及び川口市長の選

挙について適用し、この条例の施行の日前にその期日を告示された川口市議会議

員及び川口市長の選挙については、なお従前の例による。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５０号

川口市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例

川口市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第６号）の一

部を次のように改正する。

第８条の２第１項及び第４項中「含む。」の次に「第１８条の２第１項第３号を

除き、」を加える。

第１５条第１項中「定める者」の次に「（第１８条の３第１項において「配偶者

等」という。）」を加える。

第１８条の次に次の３条を加える。

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等）

第１８条の２ 任命権者は、川口市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例

第７号）第２４条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の規定による申出を

した職員（以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措

置を講じなければならない。

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生

時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に

係る申出職員の意向を確認するための措置

(3) 川口市職員の育児休業等に関する条例第２４条第１項の規定による申出に係

る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の

出生の日以後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活と

の両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認する

ための措置

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職

員」という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児

期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置
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(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭

の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活

との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認す

るための措置

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の

取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員等に対する意向確認等）

第１８条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に

至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する

制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）

その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員

の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度におい

て、前項に規定する事項を知らせなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第１８条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるように

するため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布

の日から施行する。

（経過措置）

２ 任命権者は、この条例の施行の日前においても、この条例による改正後の川口

市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第１８条の２第２項の規定の例に

より、同項各号に掲げる措置を講ずることができる。この場合において、その講

じられた措置は、同日以後は、同項の規定により講じられたものとみなす。
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令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５１号

川口市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例

（川口市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第１条 川口市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）の一部を次

のように改正する。

第１条中「及び第２項の」を「から第３項まで及び第５項の」に改める。

第２０条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「（以下「定年前再

任用短時間勤務職員等」という。）を除く」を「を除く。次条において同じ」に

改める。

第２１条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項を

次のように改める。

育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規

定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、３０分を単位

として行うものとする。

第２１条第２項及び第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条

の次に次の４条を加える。

（第２号部分休業の承認）

第２１条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条

第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１

時間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、

当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であ

って、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間

の時間数

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該

残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間）

第２１条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４

月１日から翌年３月３１日までとする。
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（育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間）

第２１条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間は、次の各

号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。

(1) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗

じて得た時間

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情）

第２１条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者

が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２

項の規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより

同条第３項の規定による変更（第２３条において「第３項変更」という。）を

しなければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支

障が生ずると任命権者が認める事情とする。

第２２条第１項中「部分休業」の次に「（育児休業法第１９条第１項に規定す

る部分休業をいう。次項において同じ。）」を加える。

第２３条を次のように改める。

（部分休業の承認の取消事由）

第２３条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項

の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。

本則に次の２条を加える。

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等）

第２４条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が

妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職

員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休

業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講

じなければならない。

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職

員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）
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第２５条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施

(2) 育児休業に関する相談体制の整備

(3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置

（現業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第２条 現業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３５年条例第５８号）

の一部を次のように改正する。

第１６条第２項中「養育するため１日の勤務時間の」の次に「全部又は」を加

える。

（川口市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第３条 川口市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和４１

年条例第６２号）の一部を次のように改正する。

第１５条第２項中「養育するため１日の勤務時間の」の次に「全部又は」を加

える。

（川口市医療センター企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第４条 川口市医療センター企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１

８年条例第３３号）の一部を次のように改正する。

第２１条第２項中「養育するため１日の勤務時間の」の次に「全部又は」を加

える。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第

１項の規定により、同条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行

の日から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請求をする場合

における第１条の規定による改正後の川口市職員の育児休業等に関する条例第２

１条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０分」とあるのは

- 7 -



「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５２号

川口市職員の旅費に関する条例等の一部を改正する条例

（川口市職員の旅費に関する条例の一部改正）

第１条 川口市職員の旅費に関する条例（昭和４２年条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第１項第２号中「転任を」を「新たに採用された職員（市の要請に応じ

て国又は他の地方公共団体の職員から引き続いて職員となったものその他市長が

特に必要と認める職員に限る。）がその採用に伴う移転のため住所若しくは居所

から在勤公署に旅行（内国旅行に限る。以下この号において同じ。）をし、又は

転任を」に、「へ旅行する」を「に旅行をする」に改め、同号を同項第５号とし、

同項第１号の次に次の３号を加える。

(2) 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属する島の存

する領域をいう。次号において同じ。）における旅行をいう。

(3) 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をいう。以下同

じ。）との間における旅行及び外国における旅行をいう。

(4) 出張 職員が公務のため一時その在勤公署（出張命令権者等（第４条第１

項に規定する出張命令権者等をいう。以下この号において同じ。）が認める

場合には、その住所、居所その他出張命令権者等が認める場所）を離れて旅

行し、又は職員以外の者が公務のため一時その住所、居所その他出張命令権

者等が認める場所を離れて旅行することをいう。

第２条第１項に次の２号を加える。

(6) 家族 職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号において同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び

兄弟姉妹で職員と生計を一にするものをいう。

(7) 遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに死亡当時

職員と生計を一にしていた他の親族をいう。

第２条第２項及び第３項を削る。

第３条を次のように改める。

（旅費の支給）
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第３条 職員が出張又は赴任（以下「出張等」という。）をした場合には、当該

職員に対し、旅費を支給する。

２ 職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に定める者に対し、

旅費を支給する。

(1) 職員が出張等のための内国旅行中に退職、免職、失職又は休職（以下「退

職等」という。）となった場合（当該退職等に伴う旅行を必要としない場合

を除く。） 当該職員

(2) 職員が出張等のための内国旅行中に死亡した場合 当該職員の遺族

(3) 職員が出張のための外国旅行中に退職等となった場合（当該退職等に伴う

旅行を必要としない場合を除く。） 当該職員

(4) 職員が出張のための外国旅行中に死亡した場合 当該職員の遺族

３ 職員が前項第１号又は第３号に該当する場合において、地方公務員法第１６

条各号若しくは第２９条第１項各号に掲げる事由又はこれらに準ずる事由によ

り退職等となったときは、前項の規定にかかわらず、同項の規定による旅費は、

支給しない。

４ 職員又は職員以外の者が、市の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂行を補

助するため、証人、鑑定人、参考人、通訳等として出張をした場合には、その

者に対し、旅費を支給する。

５ 第１項、第２項及び前項の規定にかかわらず、１の旅行区間の距離が１．４

キロメートル未満の旅行については、当該各項の規定による旅費は、支給しな

い。ただし、特別の事情があると市長が認める場合は、この限りでない。

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる者

が、次条第３項の規定により同条第１項に規定する出張命令等の変更（取消し

を含む。同条第３項及び第４項並びに第５条において同じ。）を受け、又は死

亡した場合その他規則で定める場合には、当該旅行のため既に支出した金額の

うちその者の損失となる金額又は支出を要する金額で規則で定めるものを旅費

として支給することができる。

７ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる者

が、出張等のための旅行中に天災その他規則で定める事情により概算払を受け
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た旅費額（概算払を受けなかった場合には、概算払を受けることができた旅費

額に相当する金額）の全部又は一部を喪失した場合には、その喪失した旅費額

の範囲内で規則で定める金額を旅費として支給することができる。

第４条第１項を次のように改める。

出張等は、任命権者若しくはその委任を受けた者又は出張の依頼を行う者（

以下「出張命令権者等」という。）の発する出張等の命令又は出張の依頼（以

下「出張命令等」という。）によって行われなければならない。

第４条第２項中「任命権者等」を「出張命令権者等」に、「によっては、」を

「によっては」に改め、同条第３項を次のように改める。

３ 出張命令権者等は、既に発した出張命令等の変更をする必要があると認める

場合で、前項の規定に該当するときは、自ら又は次条第１項若しくは第２項の

規定による当該出張命令等を受けた者の申請に基づき、その変更をすることが

できる。

第４条第４項中「及び出張命令簿等の様式」を削り、同項を同条第７項とし、

同条第３項の次に次の３項を加える。

４ 出張命令権者等は、出張の命令若しくは依頼を行い、又はその変更をすると

きは、出張命令簿又は出張依頼簿（以下この条において「出張命令簿等」とい

う。）に規則で定める事項を記載し、これを当該出張の命令又は依頼を受ける

者に提示して行わなければならない。ただし、出張命令簿等に当該事項を記載

するいとまがない場合は、この限りでない。

５ 出張命令権者等は、前項ただし書の規定により出張命令簿等の記載をしなか

った場合には、速やかに出張命令簿等に同項に規定する事項を記載しなければ

ならない。

６ 第４項本文の規定にかかわらず、市内への出張の場合には、出張命令権者等

は、口頭により出張の命令若しくは依頼を行い、又は変更をすることができる。

第５条を次のように改める。

（出張命令等に従わない出張等）

第５条 出張をする者及び赴任をする者（以下「出張者等」という。）は、公務

上の必要又は天災その他やむを得ない事情により出張命令等（前条第３項の規
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定により変更を受けた出張命令等を含む。以下この条において同じ。）に従っ

て出張等をすることができない場合には、あらかじめ出張命令権者等に出張命

令等の変更の申請をしなければならない。

２ 出張者等は、前項の規定による出張命令等の変更の申請をするいとまがない

場合には、出張命令等に従わないで出張等をした後、速やかに出張命令権者等

に出張命令等の変更の申請をしなければならない。

３ 出張者等が、前２項の規定による出張命令等の変更の申請をせず、又は申請

をしたがその変更が認められなかった場合において、出張命令等に従わないで

出張等をしたときは、当該出張者等は、出張命令等に従った限度の出張等に対

する旅費のみの支給を受けることができる。

第６条中「旅費は」の次に「、出張等に要する実費を弁償するためのものとし

て第８条から第２０条までに規定する種目及び内容に基づき」を加え、同条ただ

し書中「公務」を「公務上」に、「災害」を「天災」に改める。

第７条第１項を次のように改める。

旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする出張者等及び概

算払に係る旅費の支給を受けた出張者等でその精算をしようとするものは、所

定の請求書に必要な資料を添えて、当該旅費の支出又は支払をする者に提出し

なければならない。この場合において、必要な資料の全部又は一部を提出しな

かった者は、その請求に係る旅費のうちその資料を提出しなかったため、その

旅費の必要が明らかにされなかった部分の支給又は支払を受けることができな

い。

第７条第３項を次のように改める。

３ 第１項に規定する旅費の支出又は支払をする者は、前項の規定による精算の

結果過払金があった場合には、所定の期間内に、当該過払金を返納させなけれ

ばならない。

第７条に次の１項を加える。

４ 第１項に規定する必要な資料の種類、請求書の記載事項、第２項及び前項に

規定する期間その他必要な事項は、規則で定める。

第８条から第１９条までを次のように改める。
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（旅費の種目及び内容）

第８条 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括

宿泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在費、家族移転費、渡航雑費及び死亡手当

とし、これらの内容は、次条から第２０条までに定めるところによる。

（鉄道賃）

第９条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１項

に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０年法律第７６号）

第１条第１項に規定する軌道、外国におけるこれらに相当するものその他規則

で定めるものをいう。次項及び第１２条において同じ。）を利用する移動に要

する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第６号までに掲げる費

用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に

必要とするものに限る。）の額の合計額とする。

(1) 運賃

(2) 急行料金

(3) 寝台料金

(4) 座席指定料金

(5) 特別車両料金

(6) 前各号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、外国旅行の場合であって運賃の等級

が区分された鉄道により移動するときは、最上級（等級が３以上に区分された

鉄道により移動する場合には、最上級の直近下位の級）の運賃の額とする。

３ 第１項第２号に掲げる急行料金、同項第４号に掲げる座席指定料金及び同項

第５号に掲げる特別車両料金は、路程が２００キロメートル以上の出張等につ

いて、同一列車の乗車区間が３０キロメートル以上となる場合に限り支給する。

ただし、出張命令権者等が緊急を要すると認める場合は、この限りでない。

（船賃）

第１０条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第２

項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶、外国におけるこれに相当するも

のその他規則で定めるものをいう。次項及び第１２条第１項において同じ。）
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を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第

５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであっ

て、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。

(1) 運賃

(2) 寝台料金

(3) 座席指定料金

(4) 特別船室料金

(5) 前各号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、内国旅行の場合であって運賃の等級

が区分された船舶により移動するときは最下級、外国旅行の場合であって運賃

の等級が区分された船舶により移動するときは最上級（等級が３以上に区分さ

れた船舶により移動するときは、最上級の直近下位の級）の運賃の額とする。

（航空賃）

第１１条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１

８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機、外国におけるこれに相当す

るものその他規則で定めるものをいう。次項及び次条第１項において同じ。）

を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第

３号に掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、

公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。

(1) 運賃

(2) 座席指定料金

(3) 前２号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された航空機によ

り移動する場合には、最下級の運賃の額とする。ただし、外国旅行の場合であ

って運賃の等級が区分された航空機により長時間にわたる移動として規則で定

めるもの（以下この項において「特定航空移動」という。）をするときは、最

上級（運賃の等級が３以上に区分された航空機により特定航空移動をする場合

は、最上級の直近下位の級）の運賃の額とする。

（その他の交通費）
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第１２条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外の交通手段を利用する

移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げ

る費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。

(1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一般乗

合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客

の運送を行うものに限る。）の用に供する自動車（外国におけるこれに相当

するものを含む。）を利用する移動に要する運賃

(2) 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用に供

する自動車（外国におけるこれに相当するものを含む。）その他の旅客を運

送する交通手段（前号に規定する自動車を除く。）を利用する移動に要する

運賃

(3) 前２号に掲げる費用に付随する費用

２ その他の交通費は、陸路（鉄道を除く。）旅行において、徒歩により移動す

るものとした場合の距離が１．４キロメートル以上となる場合（市長が別に定

める場合を除く。）に支給する。ただし、特別の事情があると市長が認める場

合は、この限りでない。

（宿泊費）

第１３条 宿泊費は、出張等のための旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、

１夜につき、内国旅行にあっては１９，０００円とし、外国旅行にあっては別

表のとおりとする。

２ 前項の規定にかかわらず、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として市長

が定める場合の宿泊費の額は、当該宿泊に要する費用の額とする。

（包括宿泊費）

第１４条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる費

用とし、その額は、当該移動に係る第９条から第１２条までの規定による交通

費の額及び当該宿泊に係る前条に規定する宿泊費の額の合計額とする。

（宿泊手当）

第１５条 宿泊手当は、宿泊を伴う出張等に必要な諸雑費に充てるための費用と

し、その額は、１夜当たりの定額とし、内国旅行にあっては２，４００円とし、
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外国旅行にあっては別表のとおりとする。

２ 宿泊手当の額は、宿泊費又は包括宿泊費について次の各号に掲げる場合に該

当するときは、前項の規定にかかわらず、当該各号に定める額とする。

(1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合 前項

で定める額の２分の１の額

(2) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 零

３ 移動中に宿泊する場合の宿泊手当の額は、前２項の規定にかかわらず、内国

旅行にあっては２，４００円とし、外国旅行にあってはその移動の到着地に応

じ、別表のとおりとする。ただし、鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の交通費

（包括宿泊費及び家族移転費のうちこれらに相当するものを含む。）に食費に

相当するものが含まれる場合は、これを支給しない。

（転居費）

第１６条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１８条第１項各号に掲げ

る場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、その額は、次に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定める方法により算定される額とする。

(1) 運送業者が家財の運送を行う場合 複数の運送業者に見積りをさせ、かつ、

その中から最も経済的なものを選択するときに限り、当該運送に要する額を

転居費の額とする方法

(2) 赴任をする者が宅配便又は自家用自動車若しくは道路運送法第８０条第１

項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車その他これらに類す

るものを利用して家財の運送を行う場合 当該運送に要する額（その額が運

送業者に依頼したものとして前号の規定により算定した額を超えるときは、

当該額）を転居費の額とする方法

２ 前項の算定に当たっては、市費による支給が適当でない費用として市長が別

に定めるものを除くものとする。

３ 職員又は家族が他から赴任に係る旅費の支給又はこれに相当する金額の支払

を受ける場合には、前２項の規定により算定した転居費の額から当該支給又は

当該支払を受ける金額を差し引くこととする。

（着後滞在費）
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第１７条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、その額

は、５夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手当の合計

額に相当する額とする。

（家族移転費）

第１８条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額は、

次に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

(1) 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。以下

この項において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合 家族１人ごとに、

職員がその移転をするものとして算定した鉄道賃、船賃、航空賃及びその他

の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当並びに着後滞在費の合計額に相当

する額

(2) 前号に掲げる場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日から１年

以内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更に赴任があ

った場合には、当該赴任後における職員の新居住地）に移転する場合 同号

の規定に準じて算定した額

２ 出張命令権者等は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場

合には、前項第２号に規定する期間を延長することができる。

（渡航雑費）

第１９条 渡航雑費は、外国旅行に要する雑費とし、その額は、予防接種に係る

費用、旅券の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数料並びに入出国税その

他外国旅行に必要なものとして規則で定める費用の額とする。

第２３条を第２８条とする。

第２２条中「職員等が公用の交通機関、宿泊施設等を利用して出張等をした」

を「出張者等が市以外の者から旅費の支給を受ける」に、「により、」を「によ

り」に、「著しく」を「不当に」に、「超える旅費」を「超えた旅費」に改め、

同条に次の１項を加える。

２ 市長は、出張者等がこの条例の規定による旅費により出張等をすることが当

該出張等における特別の事情により又は当該出張等の性質上困難である場合に

は、別に定める旅費を支給することができる。
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第２２条を第２６条とし、同条の次に次の１条を加える。

（旅費の返納）

第２７条 市長は、出張者等がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して

旅費の支給を受けた場合には、当該旅費を返納させなければならない。

第２１条の見出し中「職員以外の者」を「証人等」に改め、同条中「職員以外

の者について、第３条第２項」を「第３条第４項」に改め、同条を第２４条とし、

同条の次に次の１条を加える。

（旅費の支給額の上限）

第２５条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれら

に相当する部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第９条第１項各号、第１０

条第１項各号、第１１条第１項各号及び第１２条第１項各号に掲げる各費用に

ついて、当該各条及び第６条の規定により計算した額と現に支払った額を比較

し、当該各費用ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除く。

）、家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）及び渡航雑費に係る旅費

の支給額は、当該各種目について第６条、第１３条、第１４条、第１６条、第

１７条、第１８条第１項及び第１９条の規定により計算した額と現に支払った

額を比較し、当該各種目ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。

第２０条中「出張した」を「出張をした」に、「前各条」を「第９条から前条

まで」に改め、同条を第２１条とし、同条の次に次の２条を加える。

（退職者等の旅費）

第２２条 第３条第２項第１号又は第３号の規定により支給する旅費は、退職等

の日の翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行について、出張等の例

に準じて規則で定めるものとする。

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、同項に

規定する旅費に、転居費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転費に相当

するものを加えるものとする。

３ 市長は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項に規定する期

間を延長することができる。
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（遺族等の旅費）

第２３条 第３条第２項第２号又は第４号の規定により支給する旅費（死亡手当

に係るものを除く。）は、出張等の例に準じて規則で定めるものとする。

２ 前項に規定する旅費の支給を受ける遺族の順位は、第２条第７号に掲げる順

序による。

第１９条の次に次の１条を加える。

（死亡手当）

第２０条 死亡手当は、職員の外国における死亡（第３条第２項第４号に掲げる

場合に限る。）に伴う諸雑費に充てるための費用とし、その額は、９３０，０

００円とする。

別表第２を削り、別表第１を次のように改める。

別表（第１３条、第１５条関係）

地域 国名 宿泊費 宿泊手当

アジア インド ２３，０００円 ４，８００円

インドネシア １８，０００円 ４，５００円

カンボジア ２１，０００円 ５，４００円

シンガポール ３４，０００円 ５，４００円

スリランカ ２２，０００円 ５，４００円

タイ ２０，０００円 ５，４００円

大韓民国 ２６，０００円 ５，４００円

中華人民共和国 ３２，０００円 ５，１００円

ネパール １５，０００円 ５，１００円

パキスタン ３２，０００円 ５，４００円

バングラデシュ １７，０００円 ５，４００円

東ティモール １７，０００円 ５，４００円

フィリピン ２２，０００円 ５，４００円

ブルネイ ２０，０００円 ５，４００円

ベトナム １５，０００円 ４，８００円

マレーシア １５，０００円 ５，１００円
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ミャンマー １７，０００円 ５，４００円

モルディブ ４７，０００円 ５，４００円

モンゴル ２４，０００円 ５，４００円

ラオス １７，０００円 ５，４００円

その他の国 １７，０００円 ５，４００円

大洋州 オーストラリア ２９，０００円 ５，４００円

キリバス ２５，０００円 ５，４００円

サモア ２５，０００円 ５，４００円

ソロモン ２５，０００円 ５，４００円

トンガ ２５，０００円 ５，４００円

ニュージーランド ２７，０００円 ５，４００円

バヌアツ ２５，０００円 ５，４００円

パプアニューギニア ３８，０００円 ５，４００円

パラオ ２５，０００円 ５，４００円

フィジー ４０，０００円 ５，４００円

マーシャル ２５，０００円 ５，４００円

ミクロネシア ２５，０００円 ５，４００円

その他の国 ２５，０００円 ５，４００円

北米 アメリカ合衆国 ５９，０００円 ５，４００円

カナダ ４９，０００円 ５，４００円

その他の国 ３６，０００円 ５，４００円

中南米 アルゼンチン ２５，０００円 ５，４００円

ウルグアイ ２０，０００円 ５，４００円

エクアドル ２７，０００円 ５，４００円

エルサルバドル ２７，０００円 ５，４００円

キューバ １４，０００円 ４，８００円

グアテマラ ２２，０００円 ５，４００円

コスタリカ ３２，０００円 ５，４００円

コロンビア １８，０００円 ５，４００円
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ジャマイカ ４４，０００円 ５，４００円

チリ ２６，０００円 ５，４００円

ドミニカ共和国 ３４，０００円 ５，４００円

トリニダード・トバゴ ４０，０００円 ５，４００円

ニカラグア １４，０００円 ４，８００円

ハイチ ３３，０００円 ５，４００円

パナマ ２３，０００円 ５，４００円

パラグアイ ２２，０００円 ５，４００円

バルバドス ４７，０００円 ５，４００円

ブラジル ２０，０００円 ３，９００円

ベネズエラ ３１，０００円 ５，４００円

ペルー ２０，０００円 ５，４００円

ボリビア １３，０００円 ４，５００円

ホンジュラス ２９，０００円 ５，４００円

メキシコ １９，０００円 ５，４００円

その他の国 １４，０００円 ４，８００円

欧州 アイスランド ４９，０００円 ５，４００円

アイルランド ３６，０００円 ５，４００円

アゼルバイジャン ２５，０００円 ５，４００円

アルバニア １６，０００円 ５，４００円

アルメニア ２７，０００円 ５，４００円

イタリア ３１，０００円 ５，４００円

ウクライナ ２１，０００円 ５，４００円

ウズベキスタン ２５，０００円 ５，４００円

英国 ４４，０００円 ５，４００円

エストニア ２０，０００円 ５，４００円

オーストリア ２４，０００円 ５，４００円

オランダ ２５，０００円 ５，４００円

カザフスタン ２３，０００円 ５，４００円

- 21 -



北マケドニア ２１，０００円 ５，４００円

キプロス ３３，０００円 ５，４００円

ギリシャ ２８，０００円 ５，４００円

キルギス １５，０００円 ５，１００円

クロアチア ２２，０００円 ５，４００円

ジョージア ２１，０００円 ５，４００円

スイス ３８，０００円 ５，４００円

スウェーデン ３０，０００円 ５，４００円

スペイン ３４，０００円 ５，４００円

スロバキア ２２，０００円 ５，４００円

スロベニア ２３，０００円 ５，４００円

セルビア ２５，０００円 ５，４００円

タジキスタン ２８，０００円 ５，４００円

チェコ １９，０００円 ５，４００円

デンマーク ３４，０００円 ５，４００円

ドイツ ２５，０００円 ５，４００円

トルクメニスタン ２１，０００円 ５，４００円

ノルウェー ３２，０００円 ５，４００円

バチカン ２１，０００円 ５，４００円

ハンガリー ２１，０００円 ５，４００円

フィンランド ２７，０００円 ５，４００円

フランス ３８，０００円 ５，４００円

ブルガリア ２０，０００円 ５，４００円

ベラルーシ ２６，０００円 ５，４００円

ベルギー ３４，０００円 ５，４００円

ポーランド １８，０００円 ５，１００円

ボスニア・ヘルツェゴビナ １８，０００円 ５，４００円

ポルトガル ２８，０００円 ５，４００円

モルドバ ２０，０００円 ５，４００円
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ラトビア １８，０００円 ５，４００円

リトアニア １８，０００円 ５，４００円

ルーマニア ２１，０００円 ５，４００円

ルクセンブルク ３５，０００円 ５，４００円

ロシア ２１，０００円 ５，４００円

その他の国 ２１，０００円 ５，４００円

中東 アフガニスタン ２３，０００円 ５，４００円

アラブ首長国連邦 ３０，０００円 ５，４００円

イエメン ２３，０００円 ５，４００円

イスラエル ３７，０００円 ５，４００円

イラク ２３，０００円 ５，４００円

イラン ２３，０００円 ５，４００円

オマーン １５，０００円 ５，１００円

カタール １７，０００円 ５，４００円

クウェート ２４，０００円 ５，４００円

サウジアラビア ４３，０００円 ５，４００円

シリア ２３，０００円 ５，４００円

トルコ ２０，０００円 ５，４００円

バーレーン ２２，０００円 ５，４００円

ヨルダン ２１，０００円 ５，４００円

レバノン ２３，０００円 ５，４００円

その他の国 ２３，０００円 ５，４００円

アフリカ アルジェリア ３０，０００円 ５，４００円

アンゴラ ４７，０００円 ５，４００円

ウガンダ ３１，０００円 ５，４００円

エジプト ３２，０００円 ５，４００円

エチオピア ２４，０００円 ５，４００円

ガーナ ２９，０００円 ５，４００円

ガボン ３２，０００円 ５，４００円
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カメルーン ２６，０００円 ５，４００円

ギニア ２２，０００円 ５，４００円

ケニア ２６，０００円 ５，４００円

コートジボワール ３２，０００円 ５，４００円

コンゴ民主共和国 ２２，０００円 ５，４００円

ザンビア ３７，０００円 ５，４００円

ジブチ ２２，０００円 ５，４００円

ジンバブエ １９，０００円 ５，４００円

スーダン ２２，０００円 ５，４００円

セーシェル ２２，０００円 ５，４００円

セネガル ４０，０００円 ５，４００円

タンザニア ２３，０００円 ５，４００円

チュニジア ２９，０００円 ５，４００円

ナイジェリア ３１，０００円 ５，４００円

ナミビア １７，０００円 ５，４００円

ブルキナファソ ２３，０００円 ５，４００円

ベナン ２７，０００円 ５，４００円

ボツワナ ２３，０００円 ５，４００円

マダガスカル ２４，０００円 ５，４００円

マラウイ ２６，０００円 ５，４００円

マリ ４１，０００円 ５，４００円

南アフリカ共和国 １８，０００円 ５，４００円

南スーダン ２２，０００円 ５，４００円

モーリシャス ３８，０００円 ５，４００円

モーリタニア ２１，０００円 ５，４００円

モザンビーク １９，０００円 ５，４００円

モロッコ ２０，０００円 ５，４００円

リビア ２２，０００円 ５，４００円

ルワンダ ２９，０００円 ５，４００円
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その他の国 ２２，０００円 ５，４００円

その他の地域 ２１，０００円 ５，４００円

（川口市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正）

第２条 川口市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和４２年条例

第４号）の一部を次のように改正する。

第５条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（費用弁償）」を付し、同

条第１項中「車賃、日当、宿泊料及び食卓料」を「その他の交通費、宿泊費、包

括宿泊費、宿泊手当、渡航雑費及び死亡手当」に、「別表第２のとおり」を「次

の各号に掲げる費用弁償の区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項に次

の各号を加える。

(1) 鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、包括宿泊費、宿泊手当、渡航雑

費及び死亡手当 別表第２に定める額

(2) 宿泊費 別表第３に定める額

第６条を削る。

第７条中「前２条」を「前条」に改め、同条を第６条とし、第８条を第７条と

する。

別表第２を次のように改める。

別表第２（第５条関係）

職名 種別 費用弁償の額

議長 鉄道賃 運賃（外国旅行の場合で運賃の等級が区分された
副議長 鉄道により移動するときは、最上級の運賃の額を
議員 上限とする。）、急行料金、寝台料金、座席指定

料金、特別車両料金及びこれらの費用に付随する
費用の合計額

船賃 運賃（運賃の等級が区分された船舶により移動す
る場合は、最上級の運賃の額を上限とする。）、
寝台料金、座席指定料金、特別船室料金及びこれ
らの費用に付随する費用の合計額

航空賃 運賃（内国旅行の場合で運賃の等級が区分された
航空機により移動するときは最下級、外国旅行の
場合で運賃の等級が区分された航空機により移動
するときは最上級（等級が３以上に区分された航
空機により移動するときは最上級の直近下位の級
）の運賃の額を上限とする。）、座席指定料金及
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びこれらの費用に付随する費用の合計額

その他の交 一般職の職員に支給する旅費の額に相当する額
通費

包括宿泊費 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費の額並
びに宿泊費の額の合計額

宿泊手当 一般職の職員に支給する旅費の額に相当する額

渡航雑費

死亡手当

別表第２の次に次の１表を加える。

別表第３（第５条関係）

１ 内国旅行

職名 種別 費用弁償の額

議長 宿泊費（１夜につき） ２７，０００円
副議長
議員

２ 外国旅行

費用弁償の額
職名 種別

地域 国名 金額

議長 宿泊費 アジア インド ２５，０００円
副議長 （１夜
議員 につき インドネシア ２０，０００円

）
カンボジア ２３，０００円

シンガポール ３７，０００円

スリランカ ２４，０００円

タイ ２２，０００円

大韓民国 ２９，０００円

中華人民共和国 ３５，０００円

ネパール １７，０００円

パキスタン ３５，０００円

バングラデシュ １９，０００円
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東ティモール １９，０００円

フィリピン ２４，０００円

ブルネイ ２２，０００円

ベトナム １７，０００円

マレーシア １７，０００円

ミャンマー １９，０００円

モルディブ ５２，０００円

モンゴル ２６，０００円

ラオス １９，０００円

その他の国 １９，０００円

大洋州 オーストラリア ３２，０００円

キリバス ２８，０００円

サモア ２８，０００円

ソロモン ２８，０００円

トンガ ２８，０００円

ニュージーランド ３０，０００円

バヌアツ ２８，０００円

パプアニューギニア ４２，０００円

パラオ ２８，０００円

フィジー ４４，０００円

マーシャル ２８，０００円

ミクロネシア ２８，０００円

その他の国 ２８，０００円

北米 アメリカ合衆国 ６５，０００円

カナダ ５４，０００円

その他の国 ４０，０００円

中南米 アルゼンチン ２８，０００円

ウルグアイ ２２，０００円

エクアドル ３０，０００円
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エルサルバドル ３０，０００円

キューバ １５，０００円

グアテマラ ２４，０００円

コスタリカ ３５，０００円

コロンビア ２０，０００円

ジャマイカ ４８，０００円

チリ ２９，０００円

ドミニカ共和国 ３７，０００円

トリニダード・トバゴ ４４，０００円

ニカラグア １５，０００円

ハイチ ３６，０００円

パナマ ２５，０００円

パラグアイ ２４，０００円

バルバドス ５２，０００円

ブラジル ２２，０００円

ベネズエラ ３４，０００円

ペルー ２２，０００円

ボリビア １４，０００円

ホンジュラス ３２，０００円

メキシコ ２１，０００円

その他の国 １５，０００円

欧州 アイスランド ５４，０００円

アイルランド ４０，０００円

アゼルバイジャン ２８，０００円

アルバニア １８，０００円

アルメニア ３０，０００円

イタリア ３４，０００円

ウクライナ ２３，０００円

ウズベキスタン ２８，０００円
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英国 ４８，０００円

エストニア ２２，０００円

オーストリア ２６，０００円

オランダ ２８，０００円

カザフスタン ２５，０００円

北マケドニア ２３，０００円

キプロス ３６，０００円

ギリシャ ３１，０００円

キルギス １７，０００円

クロアチア ２４，０００円

ジョージア ２３，０００円

スイス ４２，０００円

スウェーデン ３３，０００円

スペイン ３７，０００円

スロバキア ２４，０００円

スロベニア ２５，０００円

セルビア ２８，０００円

タジキスタン ３１，０００円

チェコ ２１，０００円

デンマーク ３７，０００円

ドイツ ２８，０００円

トルクメニスタン ２３，０００円

ノルウェー ３５，０００円

バチカン ２３，０００円

ハンガリー ２３，０００円

フィンランド ３０，０００円

フランス ４２，０００円

ブルガリア ２２，０００円

ベラルーシ ２９，０００円
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ベルギー ３７，０００円

ポーランド ２０，０００円

ボスニア・ヘルツェゴビナ ２０，０００円

ポルトガル ３１，０００円

モルドバ ２２，０００円

ラトビア ２０，０００円

リトアニア ２０，０００円

ルーマニア ２３，０００円

ルクセンブルク ３９，０００円

ロシア ２３，０００円

その他の国 ２３，０００円

中東 アフガニスタン ２５，０００円

アラブ首長国連邦 ３３，０００円

イエメン ２５，０００円

イスラエル ４１，０００円

イラク ２５，０００円

イラン ２５，０００円

オマーン １７，０００円

カタール １９，０００円

クウェート ２６，０００円

サウジアラビア ４７，０００円

シリア ２５，０００円

トルコ ２２，０００円

バーレーン ２４，０００円

ヨルダン ２３，０００円

レバノン ２５，０００円

その他の国 ２５，０００円

アフリカ アルジェリア ３３，０００円

アンゴラ ５２，０００円
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ウガンダ ３４，０００円

エジプト ３５，０００円

エチオピア ２６，０００円

ガーナ ３２，０００円

ガボン ３５，０００円

カメルーン ２９，０００円

ギニア ２４，０００円

ケニア ２９，０００円

コートジボワール ３５，０００円

コンゴ民主共和国 ２４，０００円

ザンビア ４１，０００円

ジブチ ２４，０００円

ジンバブエ ２１，０００円

スーダン ２４，０００円

セーシェル ２４，０００円

セネガル ４４，０００円

タンザニア ２５，０００円

チュニジア ３２，０００円

ナイジェリア ３４，０００円

ナミビア １９，０００円

ブルキナファソ ２５，０００円

ベナン ３０，０００円

ボツワナ ２５，０００円

マダガスカル ２６，０００円

マラウイ ２９，０００円

マリ ４５，０００円

南アフリカ共和国 ２０，０００円

南スーダン ２４，０００円

モーリシャス ４２，０００円
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モーリタニア ２３，０００円

モザンビーク ２１，０００円

モロッコ ２２，０００円

リビア ２４，０００円

ルワンダ ３２，０００円

その他の国 ２４，０００円

その他の地域 ２３，０００円

（川口市市長等常勤の特別職職員の給与等に関する条例の一部改正）

第３条 川口市市長等常勤の特別職職員の給与等に関する条例（昭和４２年条例第

５号）の一部を次のように改正する。

第１１条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（旅費）」を付し、同条

第２項中「車賃、日当、宿泊料及び食卓料」を「その他の交通費、宿泊費、包括

宿泊費、宿泊手当、渡航雑費及び死亡手当」に、「別表第２のとおり」を「次の

各号に掲げる旅費の区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項に次の各号

を加える。

(1) 鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、包括宿泊費、宿泊手当、渡航雑

費及び死亡手当 別表第２に定める額

(2) 宿泊費 別表第３に定める額

第１２条を削り、第１３条を第１２条とし、第１４条を第１３条とし、第１５

条を第１４条とする。

別表第２を次のように改める。

別表第２（第１１条関係）

職名 種別 旅費の額

市長 鉄道賃 運賃（外国旅行の場合で運賃の等級が区分された
副市長 鉄道により移動するときは、最上級の運賃の額を

上限とする。）、急行料金、寝台料金、座席指定
料金、特別車両料金及びこれらの費用に付随する
費用の合計額

船賃 運賃（運賃の等級が区分された船舶により移動す
る場合は、最上級の運賃の額を上限とする。）、
寝台料金、座席指定料金、特別船室料金及びこれ
らの費用に付随する費用の合計額
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航空賃 運賃（内国旅行の場合で運賃の等級が区分された
航空機により移動するときは最下級、外国旅行の
場合で運賃の等級が区分された航空機により移動
するときは最上級（等級が３以上に区分された航
空機により移動するときは最上級の直近下位の級
）の運賃の額を上限とする。）、座席指定料金及
びこれらの費用に付随する費用の合計額

その他の交 一般職の職員に支給する旅費の額に相当する額
通費

包括宿泊費 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費の額並
びに宿泊費の額の合計額

宿泊手当 一般職の職員に支給する旅費の額に相当する額

渡航雑費

死亡手当

別表第２の次に次の１表を加える。

別表第３（第１１条関係）

１ 内国旅行

職名 種別 旅費の額

市長 宿泊費（１夜につき） ２７，０００円
副市長

２ 外国旅行

旅費の額
職名 種別

地域 国名 金額

市長 宿泊費 アジア インド ２５，０００円
副市長 （１夜

につき インドネシア ２０，０００円
）

カンボジア ２３，０００円

シンガポール ３７，０００円

スリランカ ２４，０００円

タイ ２２，０００円

大韓民国 ２９，０００円

中華人民共和国 ３５，０００円

- 33 -



ネパール １７，０００円

パキスタン ３５，０００円

バングラデシュ １９，０００円

東ティモール １９，０００円

フィリピン ２４，０００円

ブルネイ ２２，０００円

ベトナム １７，０００円

マレーシア １７，０００円

ミャンマー １９，０００円

モルディブ ５２，０００円

モンゴル ２６，０００円

ラオス １９，０００円

その他の国 １９，０００円

大洋州 オーストラリア ３２，０００円

キリバス ２８，０００円

サモア ２８，０００円

ソロモン ２８，０００円

トンガ ２８，０００円

ニュージーランド ３０，０００円

バヌアツ ２８，０００円

パプアニューギニア ４２，０００円

パラオ ２８，０００円

フィジー ４４，０００円

マーシャル ２８，０００円

ミクロネシア ２８，０００円

その他の国 ２８，０００円

北米 アメリカ合衆国 ６５，０００円

カナダ ５４，０００円

その他の国 ４０，０００円
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中南米 アルゼンチン ２８，０００円

ウルグアイ ２２，０００円

エクアドル ３０，０００円

エルサルバドル ３０，０００円

キューバ １５，０００円

グアテマラ ２４，０００円

コスタリカ ３５，０００円

コロンビア ２０，０００円

ジャマイカ ４８，０００円

チリ ２９，０００円

ドミニカ共和国 ３７，０００円

トリニダード・トバゴ ４４，０００円

ニカラグア １５，０００円

ハイチ ３６，０００円

パナマ ２５，０００円

パラグアイ ２４，０００円

バルバドス ５２，０００円

ブラジル ２２，０００円

ベネズエラ ３４，０００円

ペルー ２２，０００円

ボリビア １４，０００円

ホンジュラス ３２，０００円

メキシコ ２１，０００円

その他の国 １５，０００円

欧州 アイスランド ５４，０００円

アイルランド ４０，０００円

アゼルバイジャン ２８，０００円

アルバニア １８，０００円

アルメニア ３０，０００円
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イタリア ３４，０００円

ウクライナ ２３，０００円

ウズベキスタン ２８，０００円

英国 ４８，０００円

エストニア ２２，０００円

オーストリア ２６，０００円

オランダ ２８，０００円

カザフスタン ２５，０００円

北マケドニア ２３，０００円

キプロス ３６，０００円

ギリシャ ３１，０００円

キルギス １７，０００円

クロアチア ２４，０００円

ジョージア ２３，０００円

スイス ４２，０００円

スウェーデン ３３，０００円

スペイン ３７，０００円

スロバキア ２４，０００円

スロベニア ２５，０００円

セルビア ２８，０００円

タジキスタン ３１，０００円

チェコ ２１，０００円

デンマーク ３７，０００円

ドイツ ２８，０００円

トルクメニスタン ２３，０００円

ノルウェー ３５，０００円

バチカン ２３，０００円

ハンガリー ２３，０００円

フィンランド ３０，０００円
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フランス ４２，０００円

ブルガリア ２２，０００円

ベラルーシ ２９，０００円

ベルギー ３７，０００円

ポーランド ２０，０００円

ボスニア・ヘルツェゴビナ ２０，０００円

ポルトガル ３１，０００円

モルドバ ２２，０００円

ラトビア ２０，０００円

リトアニア ２０，０００円

ルーマニア ２３，０００円

ルクセンブルク ３９，０００円

ロシア ２３，０００円

その他の国 ２３，０００円

中東 アフガニスタン ２５，０００円

アラブ首長国連邦 ３３，０００円

イエメン ２５，０００円

イスラエル ４１，０００円

イラク ２５，０００円

イラン ２５，０００円

オマーン １７，０００円

カタール １９，０００円

クウェート ２６，０００円

サウジアラビア ４７，０００円

シリア ２５，０００円

トルコ ２２，０００円

バーレーン ２４，０００円

ヨルダン ２３，０００円

レバノン ２５，０００円
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その他の国 ２５，０００円

アフリカ アルジェリア ３３，０００円

アンゴラ ５２，０００円

ウガンダ ３４，０００円

エジプト ３５，０００円

エチオピア ２６，０００円

ガーナ ３２，０００円

ガボン ３５，０００円

カメルーン ２９，０００円

ギニア ２４，０００円

ケニア ２９，０００円

コートジボワール ３５，０００円

コンゴ民主共和国 ２４，０００円

ザンビア ４１，０００円

ジブチ ２４，０００円

ジンバブエ ２１，０００円

スーダン ２４，０００円

セーシェル ２４，０００円

セネガル ４４，０００円

タンザニア ２５，０００円

チュニジア ３２，０００円

ナイジェリア ３４，０００円

ナミビア １９，０００円

ブルキナファソ ２５，０００円

ベナン ３０，０００円

ボツワナ ２５，０００円

マダガスカル ２６，０００円

マラウイ ２９，０００円

マリ ４５，０００円
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南アフリカ共和国 ２０，０００円

南スーダン ２４，０００円

モーリシャス ４２，０００円

モーリタニア ２３，０００円

モザンビーク ２１，０００円

モロッコ ２２，０００円

リビア ２４，０００円

ルワンダ ３２，０００円

その他の国 ２４，０００円

その他の地域 ２３，０００円

（川口市実費弁償に関する条例の一部改正）

第４条 川口市実費弁償に関する条例（昭和４２年条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。

第２条中「別表に定める」を削り、同条第１０号中「の規定により読み替えて

準用する」を「において準用する」に改め、同条に次の１項を加える。

２ 実費弁償は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費

及び宿泊手当とし、その額は、川口市職員の旅費に関する条例（昭和４２年条

例第８号）の規定により職員に支給する旅費の額に相当する額とする。

別表を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。

（川口市職員の旅費に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の川口市職員の旅費に関する条例（以下「新条例」

という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に新

条例第４条第１項に規定する出張命令権者等が同項に規定する出張命令等を発す

る出張等について適用し、施行日前に第１条の規定による改正前の川口市職員の

旅費に関する条例（以下「旧条例」という。）第４条第１項に規定する任命権者

- 39 -



等が旧条例第３条第３項に規定する出張命令等を発した出張等については、なお

従前の例による。ただし、施行日前に旧条例第４条第１項に規定する任命権者等

が旧条例第３条第３項に規定する出張命令等を発し、かつ、施行日以後に新条例

第４条第１項に規定する出張命令権者等が同条第３項の規定により当該出張命令

等を変更する出張等については、新条例の規定は、当該出張等のうち当該変更の

日以後の期間に対応する分について適用し、当該出張等のうち当該変更の日前の

期間に対応する分については、なお従前の例による。

３ 新条例第３条第２項の規定は、施行日以後に職員が退職、免職、失職若しくは

休職（以下この項において「退職等」という。）となった場合又は死亡した場合

について適用し、施行日前に職員が退職等となった場合又は死亡した場合につい

ては、なお従前の例による。

４ 新条例第３条第６項及び第７項の規定は、これらの項に規定する者が同条第１

項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる場合につい

て適用し、旧条例第３条第１項及び第２項の規定により旅費の支給を受けること

ができる場合については、なお従前の例による。

（川口市実費弁償に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

５ 第４条の規定による改正後の川口市実費弁償に関する条例の規定は、施行日以

後に出頭し、又は参加する者の当該出頭又は参加に係る実費弁償について適用し、

施行日前に出頭し、又は参加した者の当該出頭又は参加に係る実費弁償について

は、なお従前の例による。

（委任）

６ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、市長が別に定める。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５３号

川口市事務手数料条例の一部を改正する条例

川口市事務手数料条例（昭和５１年条例第１０号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項第１号中「２００円」を「４００円」に改め、同項第２号中「２０

０円」を「４００円（キオスク端末（地方公共団体情報システム機構の使用に係る

電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）を経由して市長の使用に係る電子計

算機と電気通信回線で接続された通信端末機器をいう。以下同じ。）により証明書

の交付を行う場合にあっては、２００円）」に改め、同項第３号及び第４号中「２

００円」を「４００円」に改め、同項中第５号から第７号までを削り、第８号を第

５号とし、第９号を第６号とし、同項第１０号中「１，５００円」を「３，０００

円」に改め、同号を同項第７号とし、同項第１１号中「２００円」を「４００円」

に改め、同号を同項第８号とし、同項第１２号中「２００円」を「４００円」に改

め、同号を同項第９号とし、同項第１３号中「２００円」を「４００円」に改め、

同号を同項第１０号とする。

第３条第１項第２号中「証明は、」の次に「１年度ごとに、」を加え、「にあっ

ては２筆」を「は１筆」に、「にあっては２棟までを」を「は１棟をもって」に改

め、同項中第３号を削り、第４号を第３号とする。

第６条第１項に次のただし書を加える。

ただし、キオスク端末を利用する方法により申請があった場合は、この限りで

ない。

附 則

この条例は、令和８年４月１日から施行する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５４号

川口市戸籍法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例

川口市戸籍法等関係事務手数料条例（平成１２年条例第１５号）の一部を次のよ

うに改正する。

第３条第１号中「。次号において同じ」を削り、「１件」を「閲覧の対象となる

者１人」に改め、同条第２号を削り、同条第３号中「２００円」を「４００円（キ

オスク端末（地方公共団体情報システム機構の使用に係る電子計算機（入出力装置

を含む。以下同じ。）を経由して市長の使用に係る電子計算機と電気通信回線で接

続された通信端末機器をいう。以下同じ。）により交付する場合にあっては、２０

０円）」に改め、同号を同条第２号とし、同条第４号中「２００円」を「４００円

（キオスク端末により交付する場合にあっては、２００円）」に改め、同号を同条

第３号とし、同条第５号中「２００円」を「４００円」に改め、同号を同条第４号

とし、同条第６号中「２００円」を「４００円」に改め、同号を同条第５号とし、

同条第７号中「２００円」を「４００円（キオスク端末により交付する場合にあっ

ては、２００円）」に改め、同号を同条第６号とし、同条第８号中「２００円」を

「４００円」に改め、同号を同条第７号とする。

第４条第１号及び第２号中「２００円」を「４００円」に改め、同条第３号中「

２００円」を「４００円（キオスク端末により交付する場合にあっては、２００円

）」に改める。

第５条各号中「２００円」を「４００円」に改める。

第６条に次のただし書を加える。

ただし、第３条第１号に掲げる手数料については、閲覧のとき徴収する。

第７条に次のただし書を加える。

ただし、キオスク端末を利用する方法により請求又は申請があった場合は、こ

の限りでない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。

（経過措置）
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２ この条例による改正後の川口市戸籍法等関係事務手数料条例第３条第１号及び

第６条の規定は、この条例の施行の日以後に行う住民基本台帳法（昭和４２年法

律第８１号）第１１条の２第１項の規定に基づく閲覧に係る手数料について適用

し、同日前に行った同項の規定に基づく閲覧に係る手数料については、なお従前

の例による。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５５号

川口市被保護者等住居・生活・金銭管理サービス提供事業の業務の適正化等

に関する条例の一部を改正する条例

川口市被保護者等住居・生活・金銭管理サービス提供事業の業務の適正化等に関

する条例（平成３０年条例第１４号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項中「除く」の次に「。第２３条において同じ」を加える。

第２２条中「前条」を「前２条」に、「同条」を「各本条」に改め、同条を第２

４条とする。

第２１条の見出しを削り、同条を第２２条とし、同条の前に見出しとして「（罰

則）」を付し、同条の次に次の１条を加える。

第２３条 第３条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をして被保護者

等住居・生活・金銭管理サービス提供事業を経営した者は、３００，０００円以

下の罰金に処する。

第２０条を第２１条とし、第１９条を第２０条とし、第１８条の次に次の１条を

加える。

（電磁的記録等）

第１９条 事業者及びその職員は、作成、保存その他これらに類するもののうち、

この条例において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定され、又は想

定されるもの（次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことができる。

２ 事業者及びその職員は、交付、説明その他これらに類するもの（以下「交付等

」という。）のうち、この条例において書面で行うことが規定され、又は想定さ

れるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができな

い方法をいう。）により行うことができる。
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附 則

この条例は、令和８年１月１日から施行する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５６号

川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第２２号）の

一部を次のように改正する。

第２条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者又は特別の理由により同項の精神障害者

保健福祉手帳を所持していない者で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律施行令第６条第３項に定める２級の障害を有するもの

第３条第１項第２号中「同法」を「障害者総合支援法」に改め、同条第２項第４

号中「前条第４号」を「前条第５号」に改め、同項第５号イ中「（昭和４８年条例

第３８号）」を削り、同号ウ中「（平成４年条例第３５号）」を削り、同号を同項

第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。

(5) 前条第４号に該当する者（同条第１号、第２号又は第５号に該当する者を除

く。）であって、川口市子ども医療費の支給に関する条例（昭和４８年条例第

３８号）又は川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条

例第３５号）に基づき医療費の支給を受けることができるもの（同条例第６条

第１項の規定により医療費が支給されない者を除く。）

第７条第１項中「第２条第３号に該当する者（同条第１号、第２号又は第４号に

該当する者を除く。）が医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第１号

に規定する精神病床に入院したときの当該入院に係る」を「次に掲げる」に、「除

く。）の」を「除く。以下この項において同じ。）の」に改め、同項に次の各号を

加える。

(1) 第２条第３号に該当する者（同条第１号、第２号又は第５号に該当する者を

除く。）が医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第１号に規定す

る精神病床に入院したときの当該入院に係る医療費

(2) 第２条第４号に該当する者（同条第１号、第２号又は第５号に該当する者を

除く。）が障害者総合支援法第５８条第１項に規定する指定自立支援医療（障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８
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年政令第１０号）第１条の２第３号に規定する精神通院医療に係るものに限る。

）を受けたときの当該指定自立支援医療に係る医療費以外の医療費

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。

（施行前の準備）

２ この条例による改正後の川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例第２

条第４号に該当することにより新たに医療費の助成を受けることができることと

なる者に係る川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例第４条第１項の規

定による受給資格の登録及び同条例第６条第１項の規定による受給者証の交付の

手続にあっては、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても

行うことができる。この場合において、同条例第４条第３項に規定する受給資格

の始期は、施行日とする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５７号

川口市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例

川口市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（

平成３０年条例第７８号）の一部を次のように改正する。

第１８条第６号ただし書中「第２条第１７項」を「第２条第１８項」に改める。

附 則

この条例は、令和７年１１月２０日から施行する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５８号

川口市立学校設置条例の一部を改正する条例

川口市立学校設置条例（昭和３９年条例第２５号）の一部を次のように改正する。

別表の３中学校の表川口市立芝西中学校陽春分校の項を削り、同表に次のように

加える。

川口市立芝園学園中学校 川口市芝園町３番１８号

川口市立芝園学園中学校陽春分校 川口市芝園町３番１８号

附 則

この条例は、令和８年４月１日から施行する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１５９号

川口市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例

川口市放課後児童クラブ条例（昭和４１年条例第１２号）の一部を次のように改

正する。

第６条第１項第１号中「７，０００円」を「９，０００円」に改める。

附 則

この条例は、令和８年４月１日から施行する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６０号

川口市学校給食条例の一部を改正する条例

川口市学校給食条例（平成２２年条例第４２号）の一部を次のように改正する。

第２条中「川口市立高等学校附属中学校」を「次に掲げる中学校」に改め、同条

に次の各号を加える。

(1) 川口市立高等学校附属中学校

(2) 川口市立芝園学園中学校

(3) 川口市立芝園学園中学校陽春分校

附 則

この条例は、令和８年４月１日から施行する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６１号

川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例

川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成７年条例第１４号）の一部

を次のように改正する。

「 「
１００円 １５０円

別表第１の１廃棄物処理手数料の表中 を に改
２２０円 ３１０円

」 」

める。

「
別表第１の２動物死体処理手数料の表中 １，１４０円 ４，３８０円 を

」

「
５，６１０円 ５，２４０円 に改める。

」

別表第２法第７条第１項の規定に基づく一般廃棄物収集運搬業の許可の項から法

第７条の２第１項の規定に基づく一般廃棄物処分業の事業の範囲の変更の許可の項

まで及び浄化槽法第３５条第１項の規定に基づく浄化槽清掃業の許可の項中「４，

４００円」を「６，０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（以下

「新条例」という。）別表第１の１廃棄物処理手数料の表中市の処理施設に搬入

される家庭系廃棄物（特定処理廃棄物を除く。以下同じ。）に係る規定は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に市の処理施設に搬入される家

庭系廃棄物に係る廃棄物処理手数料について適用し、施行日前に市の処理施設に

搬入された家庭系廃棄物に係る廃棄物処理手数料については、なお従前の例によ

る。

３ 新条例別表第１の２動物死体処理手数料の表の規定は、施行日以後に市の処理

施設へ搬入される動物の死体に係る動物死体処理手数料について適用し、施行日
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前に市の処理施設へ搬入された動物の死体に係る動物死体処理手数料については、

なお従前の例による。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６２号

川口市建築基準法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例

川口市建築基準法等関係事務手数料条例（平成１１年条例第５２号）の一部を次

のように改正する。

第１条中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンションの再生

等の円滑化に関する法律」に改める。

第４条の見出し中「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」を「マンショ

ンの再生等の円滑化に関する法律」に改め、同条中「マンションの建替え等の円滑

化に関する法律第１０５条」を「マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６

３条の５９」に改め、「容積率」の次に「又は各部分の高さ」を加える。

第８条及び第９条中「４００円」を「６００円」に改める。

附 則

この条例は、令和８年４月１日から施行する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６３号

川口市水道事業給水条例の一部を改正する条例

川口市水道事業給水条例（昭和３７年条例第３５号）の一部を次のように改正す

る。

第１０条第１項に次のただし書を加える。

ただし、災害その他非常の場合において、管理者が他の水道事業者又は他の水

道事業者が同項の指定をした者が給水装置の工事を施行する必要があると認める

ときは、この限りでない。

第１０条第２項中「指定給水装置工事事業者」の次に「（同項ただし書の規定に

より給水装置の工事を施行する者を含む。次条第２項及び第３１条第２項において

同じ。）」を加える。

第２２条第１項後段を削り、同項の表を次のように改める。

口径 基本料金 従量料金（１立方メートルにつき）
（ミリメ
ートル） 使用水量 料金

１３ １，３３１円 １０立方メートルまでの分 １１円

１０立方メートルを超え ２２２円２０銭

２０立方メートルまでの分

２０ ２，２１１円 ２０立方メートルを超え ３５８円６０銭

５０立方メートルまでの分

５０立方メートルを超え ４２０円２０銭

１００立方メートルまでの分

２５ ２，８８２円 １００立方メートルを超え ４７７円４０銭

２００立方メートルまでの分

２００立方メートルを超える分 ５３２円４０銭

３０ ４，０３７円 １００立方メートルまでの分 ４２０円２０銭

４０ ６，４９０円
１００立方メートルを超え ４７７円４０銭

５０ １６，８６３円 ２００立方メートルまでの分

２００立方メートルを超え ５３４円６０銭
７５ ３１，６１４円

５００立方メートルまでの分
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１００ ５６，２１０円
５００立方メートルを超え ５４５円６０銭

１，０００立方メートルまでの分
１５０ １４０，５２５円

１，０００立方メートルを超える分 ５９４円
２００ ２７５，７８１円

第２２条第２項後段を削り、同条第３項中「３３０円」を「４２０円２０銭」に

改め、同条第４項中「（１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。）」を削り、同条に次の１項を加える。

５ 前各項の規定により算定した水道料金の額（第２７条第１項本文の規定により

２月分の水道料金を徴収する場合にあっては、前各項の規定により算定した各月

の水道料金を合算した額）に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。

第２７条第１項に次のただし書を加える。

ただし、管理者が必要と認めたときは、この限りでない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第１０条の改正規定は、

公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市水道事業給水条例（以下「新条例」という。）

第２２条及び第２５条第１項の規定にかかわらず、この条例の施行の日（以下「

施行日」という。）前から継続して供給している水道の使用で、施行日以後に定

例日が到来するものに係る料金は、その使用水量について、この条例による改正

前の川口市水道事業給水条例第２２条及び第２５条第１項の規定により算定した

料金の額に前回定例日（施行日の直前の定例日をいう。以下同じ。）の翌日から

施行日の前日までの期間の日数を乗じて得た額と、新条例第２２条及び第２５条

第１項の規定により算定した料金の額に施行日から初回定例日（施行日以後の最

初の定例日をいう。以下同じ。）までの期間の日数を乗じて得た額の合計額を、

前回定例日の翌日から初回定例日までの期間の日数で除して得た額とする。
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令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６４号

川口市下水道条例の一部を改正する条例

川口市下水道条例（昭和４７年条例第２７号）の一部を次のように改正する。

第１１条第２項中「使用料は、」の次に「１月につき」を加え、同項後段を削り、

同項の表を次のように改める。

種別 使用料

基本料金 従量料金（１立方メートルにつき）

排除量 金額

一般汚水 １，１５２円８０銭 １０立方メートルまでの分 １１円

１０立方メートルを超え １３２円
２０立方メートルまでの分

２０立方メートルを超え １５８円４０銭
５０立方メートルまでの分

５０立方メートルを超え １８４円８０銭
１００立方メートルまでの分

１００立方メートルを超え ２０９円
２００立方メートルまでの分

２００立方メートルを超え ２３５円４０銭
５００立方メートルまでの分

５００立方メートルを超え ２６１円８０銭
１，０００立方メートルまでの分

１，０００立方メートルを超え ２９０円４０銭
２，５００立方メートルまでの分

２，５００立方メートルを超える分 ３１９円

公衆浴場 １立方メートルにつき ３１円９０銭
汚水（物
価統制令
（昭和２
１年勅令
第１１８
号）第４
条の規定
に基づき
埼玉県知
事が指定
する入浴
料金の統
制額の適
用を受け
る公衆浴
場から排
出される
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汚水をい
う。）

第１１条に次の１項を加える。

４ 前２項の規定により算定した使用料の額（第１４条第１項本文の規定により２

月分の使用料を徴収する場合にあっては、前２項の規定により算定した各月の使

用料を合算した額）に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。

第１２条第１項中「いう」の次に「。以下同じ」を加え、同条第３項中「第２号

」を「第１号」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市下水道条例（以下「新条例」という。）第１１

条及び第１２条第３項の規定にかかわらず、この条例の施行の日（以下「施行日

」という。）前から継続して公共下水道を使用している場合にあっては、施行日

以後に定例日が到来するものに係る使用料は、その汚水排除量について、この条

例による改正前の川口市下水道条例第１１条及び第１２条第３項の規定により算

定した使用料の額に前回定例日（施行日の直前の定例日をいう。以下同じ。）の

翌日から施行日の前日までの期間の日数を乗じて得た額と、新条例第１１条及び

第１２条第３項の規定により算定した使用料の額に施行日から初回定例日（施行

日以後の最初の定例日をいう。以下同じ。）までの期間の日数を乗じて得た額の

合計額を、前回定例日の翌日から初回定例日までの期間の日数で除して得た額と

する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６５号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結するため、川口市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。

記

１ 工 事 名 道合神戸住宅Ｅ棟給水管改修工事

２ 工 事 場 所 川口市大字道合１３２８番地の２

３ 契 約 の 方 法 一般競争入札

４ 契 約 金 額 ２１４，５４４，０００円

５ 契約の相手方 埼玉県川口市中青木３丁目１９番２４号

有限会社芝川興業

代表取締役 岩 澤 宏

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６６号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結するため、川口市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。

記

１ 工 事 名 根岸公民館改築工事

２ 工 事 場 所 川口市大字安行領根岸１２８番地ほか地内

３ 契 約 の 方 法 一般競争入札

４ 契 約 金 額 １，０３８，６２０，０００円

５ 契約の相手方 埼玉県川口市栄町３丁目１３番１号 樹モールプラザ３階

埼和興産株式会社

代表取締役 北 濵 雄 嗣

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６７号

工事請負契約の変更契約の締結について

次のとおり工事請負契約の変更契約を締結するため、川口市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。

記

１ 工 事 名 （仮称）神根総合運動公園雨水貯留施設整備工事（その１）

（ゼロ債務）

２ 工 事 場 所 川口市木曽呂ほか地内

３ 契 約 金 額 変更前 １，４９６，０００，０００円

変更後 １，６０５，０５４，０００円

４ 契約の相手方 埼玉県川口市柳崎５丁目２番３３号

中原・邦栄・村石特定建設工事共同企業体

埼玉県川口市柳崎５丁目２番３３号

中原建設株式会社

代表取締役社長 中 原 誠

埼玉県川口市大字安行吉岡１５７０番地６

邦栄建設株式会社

代表取締役 宮 腰 昇

埼玉県川口市東本郷１丁目９番４７号

株式会社村石組

代表取締役 村 石 政 彦

上記代表者

中原建設株式会社

代表取締役社長 中 原 誠

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６８号

工事請負契約の変更契約の締結について

次のとおり工事請負契約の変更契約を締結するため、川口市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。

記

１ 工 事 名 （仮称）神根総合運動公園雨水貯留施設整備工事（その２）

（ゼロ債務）

２ 工 事 場 所 川口市木曽呂地内

３ 契 約 金 額 変更前 １，０７５，２５０，０００円

変更後 １，２４１，５２９，３００円

４ 契約の相手方 埼玉県川口市大字道合３０５番地

島田・菅・河辺特定建設工事共同企業体

埼玉県川口市大字道合３０５番地

島田建設工業株式会社

代表取締役 島 田 賢 一

埼玉県川口市西川口３丁目７番３３号

株式会社菅土木

代表取締役 熊 谷 貴 洋

埼玉県川口市榛松２丁目３０番１５号

株式会社河辺工務所

代表取締役 河 邊 幸一郎

上記代表者

島田建設工業株式会社

代表取締役 島 田 賢 一

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１６９号

財産の取得について

次のとおり財産を取得するため、川口市議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例第３条の規定により議決を求める。

記

１ 財 産 の 種 別 ＧＩＧＡスクール端末

２ 納 入 場 所 川口市青木２丁目１番１号

３ 納 入 者 東京都千代田区外神田６丁目１５番１２号

富士電機ＩＴソリューション株式会社

代表取締役 及 川 弘

４ 数 量 １９，２００台

５ 取 得 価 格 ６９８，０１６，０００円

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７０号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

春日部市在住 Ａ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７１号

訴えの提起について

学校給食費に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

さいたま市在住 Ｂ氏

Ｃ氏

２ 事件の内容

上記の者は、学校給食費について、支払いを求める電話や催告書等による再三

の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支払

い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し学校給食費及びこれに係る遅延損害金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から学校給食費を完納する旨の申入れがあり、かつ、その履行が見

込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７２号

訴えの提起について

学校給食費に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｄ氏

Ｅ氏

２ 事件の内容

上記の者は、学校給食費について、支払いを求める電話や催告書等による再三

の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支払

い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し学校給食費及びこれに係る遅延損害金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から学校給食費を完納する旨の申入れがあり、かつ、その履行が見

込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７３号

訴えの提起について

一般被保険者返納金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

東京都世田谷区在住 Ｆ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うもので

ある。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７４号

訴えの提起について

一般被保険者返納金及び学校給食費に係る支払督促の申立てについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議

決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｇ氏

Ｈ氏

２ 事件の内容

上記、Ｇ氏は、一般被保険者返納金及び学校給食費について、上記、Ｈ氏は、

学校給食費について、支払いを求める電話や催告書等による再三の催告に応じな

かった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支払い等を求め、支

払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し一般被保険者返納金並びに学校給食費及びこれに係る遅延損害

金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金及び学校給食費を完納する旨の申入れがあ

り、かつ、その履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７５号

訴えの提起について

児童扶養手当返還金及びひとり親家庭等医療費返還金に係る支払督促の申立てに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定に

より次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｉ氏

２ 事件の内容

上記の者は、児童扶養手当返還金及びひとり親家庭等医療費返還金について、

支払いを求める電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、当該

債務者に対し当該債権等に係る金銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言

付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し児童扶養手当返還金及びひとり親家庭等医療費返還金の支払い

を求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から児童扶養手当返還金及びひとり親家庭等医療費返還金を完納す

る旨の申入れがあり、かつ、その履行が見込まれる場合は、和解するものとす

る。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７６号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

神奈川県横浜市在住 Ｊ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求める

もの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７７号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

沖縄県中頭郡北谷町在住 Ｋ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求める

もの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７８号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

千葉県習志野市在住 Ｌ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求める

もの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１７９号

訴えの提起について

市営住宅の明渡し等の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｍ氏

２ 事件の内容

上記の者は、市営住宅の家賃を長期にわたり滞納しており、支払いを求める再

三の催告に応じなかった。そこで、市営住宅の明渡しを求めるとともに、滞納家

賃等の支払いを求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し物件目録記載の建物の明渡しを求めるもの

(2) 被告に対し滞納家賃及びこれに係る延滞金並びに明渡しの完了する日までの

損害賠償金の支払いを求めるもの

(3) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(4) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から滞納家賃及び延滞金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

物件目録

市営住宅の名称 飯塚西住宅

所 在 川口市飯塚４丁目５番２－２０４号

飯塚西住宅

床 面 積 ６２.００平方メートル

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８０号

調停の申立てについて

市有地の占有に関し、調停の申立てを行うため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、次のとおり議決を求める。

１ 相手方

(1) 市有地の占有者

川口市在住 Ｎ氏

(2) 隣接する土地・建物の所有者

東京都文京区在住 Ｏ氏

２ 事件の内容

相手方と市有地の売却を進めるため、複数回に渡り書面により連絡をしたが、

令和４年７月以降一切の応答がないことから、調停手続により解決を図るもので

ある。

３ 申立ての要旨

相手方に対し、物件目録記載の市有地について、市が提案又は認める額での買

取りを求めるもの。

物件目録

地番 川口市上青木３丁目１番６７

地目 宅地

地積 ８．５９平方メートル（２．６０坪）

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８１号

市道路線の認定について

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

南 平
末広 3 丁 目 8 1 4 番 4 7 地 先 末 広 3 丁 目 8 1 4 番 5 3 地 先 5.0 53.2

第285-1号線

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８２号

市道路線の廃止について

次の市道路線を廃止するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第

３項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

鳩 ヶ 谷
大字  字 永 堀 8 7 3 番 1 地 先 大 字  字 永 堀 8 7 4 番 2 地 先 1.8 25.9

第9030号線

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８３号

令和６年度川口市一般会計及び各種特別会計決算認定について

令和６年度下記各会計決算を、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３

条第３項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

記

令和６年度川口市一般会計歳入歳出決算書

令和６年度川口市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口市介護保険事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口市小型自動車競走事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口市立看護学校事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口駅西口地下公共駐車場事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口駅東口地下公共駐車場事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口市交通災害共済事業特別会計歳入歳出決算書

令和６年度川口都市計画土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８４号

令和６年度川口市水道事業会計決算認定について

令和６年度川口市水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３０条第４項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８５号

令和６年度川口市下水道事業会計決算認定について

令和６年度川口市下水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第３０条第４項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８６号

令和６年度川口市病院事業会計決算認定について

令和６年度川口市病院事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３０条第４項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第１８７号

川口市教育委員会教育長の任命同意について

川口市教育委員会教育長に次の者を任命するため、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により同意を求め

る。

記

井 上 清 之 ６６歳 川口市在住

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 井 上 清 之

年 齢 ６６歳

現 住 所 川口市在住

平成２１年 ４月 川口市立安行中学校長

平成２４年 ４月 川口市教育局学校教育部学務課主幹

平成２６年 ４月 川口市教育局学校教育部次長兼学務課長

平成２８年１０月 川口市教育局学校教育部長

平成３０年 ４月 川口市立高等学校長

令和 ４年１０月 川口市教育委員会教育長

- 82 -



議案第１８８号

川口市教育委員会委員の任命同意について

川口市教育委員会委員に次の者を任命するため、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により同意を求める。

記

渡 辺 隆 志 ６８歳 川口市在住

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 渡 辺 隆 志

年 齢 ６８歳

現 住 所 川口市在住

令和 元年 ６月 一般社団法人川口歯科医師会会長

川口市地域保健審議会委員

令和 ２年 ７月 川口市国民保護協議会委員

令和 ４年 ６月 公益財団法人川口総合文化センター評議員

令和 ７年 ７月 一般社団法人川口歯科医師会監事
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議案第１８９号

人権擁護委員の候補者の推薦について

人権擁護委員の候補者に次の者を推薦するため、人権擁護委員法（昭和２４年法

律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。

記

松 木 明 彦 ６７歳 川口市在住

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 松 木 明 彦

年 齢 ６７歳

現 住 所 川口市在住

平成２８年 ４月 川口市危機管理部長

令和 元年 ６月 公益社団法人川口市シルバー人材センター専務理事兼事務局

長

令和 ３年 ６月 社会福祉法人川口市社会福祉事業団評議員

令和 ６年 ６月 公益社団法人川口市シルバー人材センター理事長
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